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表紙

法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上
の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供して
おります。

第4 7期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

■事業報告
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
株式会社の支配に関する基本方針
■連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
■計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

アルテック株式会社
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、株式会社の支配に関する基本方針

事業報告

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
(1) 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制
①　当社グループの取締役および使用人が法令、定款および社内規程等を遵守し、社会規範
に基づいた行動をとるための行動規範として「コンプライアンス規程」および「コンプラ
イアンス・マニュアル」を制定し、その周知徹底を図る。
②　代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の
構築・整備を行う。
③　「社内通報規程」に基づき、コンプライアンス等に係る通報または相談の受付窓口とし
て、社内および社外に「アルテック・ホットライン」を設置し運営する。
④　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切関係を持たず、
不当な要求に対しては毅然とした態度で対応する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会議事録・経営会議議事録・決裁書等、当社の取締役の職務の執行に係る重要文書
は、「文書管理規程」に基づき、適切に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持
する。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「リスク管理規程」に基づき、当社グループの事業遂行上の様々なリスクについて、リ
スクの識別・分類・分析・評価を行うことにより、損失発生の未然防止に努める。
②　リスク管理の統括主管部門は、リスクの分析・評価結果を踏まえて、経営会議および取
締役会にリスク管理状況およびリスク管理体制を報告・付議し、承認を得る。
③　危機が発生した場合には、「危機管理規程」に基づき当社に危機対策本部を設置し、迅
速かつ適切な対応を図る。

(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催し、取締役会の決議事項
および報告事項（グループ各社に関する重要事項を含む。）として定められた事項につい
て審議する。また、「経営会議規程」に基づき、経営会議を原則として月1回開催し、取
締役会付議事項に係る事前審議等を行う。
②　執行役員制度の導入により、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、迅速
かつ効率的な経営を推進する。
③　「職務権限規程」に基づき、取締役および各職位の職務と権限を明確にし、業務の組織
的かつ効率的な運営を図る。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、株式会社の支配に関する基本方針

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（子会社の
取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を含む）
①　「関係会社管理規程」に基づき、関係会社管理の主管部門を設置するとともに、グルー
プ各社には経営上および業務上の重要事項について当社への申請・報告を義務付ける。
②　原則として、法令の範囲内で当社の取締役或いは使用人がグループ各社の役員を兼務す
ることにより、グループ各社の経営・業務執行状況の監督を行う。
③　内部監査室は、当社およびグループ各社の法令遵守および業務全般にわたる内部統制の
有効性等を監査し、その結果を代表取締役に報告する。
④　監査役は、連結経営の視点を踏まえて当社およびグループ各社の監視・監査を行い、必
要に応じて提言・助言を行う。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に
対する当社の監査役の指示の実効性の確保に関する事項
①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人の中か
ら補助者を選任するものとする。
②　監査役の職務を補助すべき使用人の人事に関しては、取締役と監査役が意見交換を行
う。

　③　監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合は、当該使用人の取締役からの独立性を
確保するため、監査役の当該使用人に対する指揮命令権や当該使用人の人事評価等につい
て、監査役の意見を尊重する。
④　監査役の職務を補助すべき使用人が、その職務を遂行するに当たっては、監査役の指
揮・命令のみに従う。
⑤　監査役の職務を補助すべき使用人が、その職務を遂行するに当たっては、調査権限・情
報収集権限のほか、必要に応じて監査役の代理として会議へ出席する権限を与える。

(7) 当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人等が当社の監査
役に報告をするための体制および報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制
①　取締役および使用人は、監査役に速やかに下記の事項を報告する。
・取締役または使用人の行為が、当社およびグループ各社に著しい損害を及ぼすおそれの
ある事実、不正、または法令・定款違反等。

　・「アルテック・ホットライン」を利用して通報のあった事項。
・当社およびグループ各社における重要な決定事項、月次報告、業務執行状況、重大な訴
訟の提起等。

　・内部監査室が実施した内部監査の結果に基づく指導事項等。
②　監査役に報告を行った取締役および使用人が、報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保する体制を整備する。
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(8) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役と代表取締役との間で定期的に意見交換を行う体制とする。
②　監査役は取締役会のほか、重要な会議へ出席し必要に応じて意見を述べることができ
る。また、決裁書等の重要書類の閲覧を通じて会社の経営全般の状況を常時把握できる体
制とする。
③　監査役は、会計監査人、子会社監査役、内部監査室等と連携し、情報の交換を緊密に行
い、監査の効率化と質的向上を図る。
④　監査役は、独自に意見形成するために必要と判断するときは、自らの判断で外部法律事
務所、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを活用することができる。

(9) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、必要な費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当
該費用の支払いを行う。

(10) 業務の適正を確保するための体制の運用状況
①　コンプライアンスに関しては、代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を開
催し、コンプライアンスに関する施策の実施状況等についてコンプライアンス委員から報
告を受けております。また、当社および主要子会社において、コンプライアンス研修を実
施したほか、当社において、下請法研修等個別法令をテーマにした研修を実施し、コンプ
ライアンスの徹底に努めております。
②　職務執行の適正および効率性の確保に関しては、取締役会を13回開催し、付議議案に
ついての審議および業務執行の監督を行っており、活発な質疑応答を通じて、意思決定お
よび監督の実効性確保に努めております。また、経営幹部で構成する経営会議を原則とし
て月１回開催し、経営上の重要事項についての審議を行い、業務執行の迅速化を図ってお
ります。
③　損失の危険の管理に関しては、「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスク管
理状況およびリスク管理体制の見直しを行っております。
④　当社グループにおける業務の適正の確保に関しては、「関係会社管理規程」に基づき、
子会社の経営上および業務上の重要事項について、子会社から当社に申請・報告を行う体
制となっております。また、関係会社管理の主管部門長をはじめとする当社の経営幹部
が、随時、海外を含めた子会社を往訪することで、正確な実態把握に努めております。

株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2021年12月１日から2022年11月30日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2021年12月1日期首残高 5,527,829 2,148,821 3,578,304 △1,530,704 9,724,251

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △44,269 － △44,269
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 402,785 － 402,785

自 己 株 式 の 取 得 － － － △299,993 △299,993

自 己 株 式 の 処 分 － △2,536 － 17,584 15,047

自 己 株 式 の 消 却 － △1,352,174 △304 1,352,478 －
非支配株主との取引に係
る親会社の持分変動 － △4,563 － － △4,563
連結子会社の自己株式の
取得による持分の増減 － 669 － － 669

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額
合 計 － △1,358,605 358,211 1,070,069 69,675

2022年11月30日期末残高 5,527,829 790,215 3,936,516 △460,634 9,793,926

連結計算書類

－ 4 －



2023/01/30 9:36:02 / 22917959_アルテック株式会社_招集通知：Web開示
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（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主
持 分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2021年12月1日期首残高 40,780 △12,750 1,552,966 1,580,996 285,241 11,590,488

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △44,269
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － 402,785

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △299,993

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － 15,047

自 己 株 式 の 消 却 － － － － － －
非支配株主との取引に係
る親会社の持分変動 － － － － － △4,563
連結子会社の自己株式の
取得による持分の増減 － － － － － 669

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 10,152 54,035 1,287,612 1,351,801 △136,995 1,214,805

連結会計年度中の変動額
合 計 10,152 54,035 1,287,612 1,351,801 △136,995 1,284,480

2022年11月30日期末残高 50,933 41,284 2,840,579 2,932,797 148,245 12,874,969

－ 5 －
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連結注記表

 連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数および名称
①　連結子会社の数　　　　　13社
②　連結子会社の名称

アルテック新材料株式会社、バイファン・アルテック株式会社、アルテック新電力株式
会社、ALTECH ASIA PACIFIC CO.,LTD.、PT.ALTECH、PT.ALTECH ASIA PACIFIC 
INDONESIA、ALTECH ASIA PACIFIC VIETNAM CO.,LTD.、愛而泰可新材料（蘇
州）有限公司、愛而泰可新材料（広州）有限公司、重慶愛而泰可新材料有限公司、愛而
泰可新材料（武漢）有限公司、蘇州愛而泰可進出口貿易有限公司、蘇州愛而泰可新電力
有限公司

(2) 非連結子会社の名称等
六盤水愛而泰可貿易有限公司
（連結の範囲から除いた理由）

　上記会社は、当連結会計年度において新たに設立されましたが、小規模であり、合計
の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から
除いております。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数および名称

①　持分法を適用した関連会社の数　２社
②　関連会社の名称

愛而泰可新材料（深圳）有限公司、凡而泰（蘇州）生物科技有限公司
　上記のうち、凡而泰（蘇州）生物科技有限公司は、当連結会計年度において新たに設
立されたため、持分法適用の範囲に含めております。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称等
六盤水愛而泰可貿易有限公司
（持分法を適用しない理由）

　上記会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
　持分法を適用した関連会社２社の決算日は12月31日であります。持分法の適用に当た
っては、愛而泰可新材料（深圳）有限公司は６月30日現在、凡而泰（蘇州）生物科技有
限公司は９月30日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちALTECH ASIA PACIFIC CO., LTD.、PT.ALTECH、PT.ALTECH ASIA 
PACIFIC INDONESIAおよびALTECH ASIA PACIFIC VIETNAM CO.,LTD.の決算日は９月
30日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用して
おります。また、愛而泰可新材料（蘇州）有限公司、愛而泰可新材料（広州）有限公司、重
慶愛而泰可新材料有限公司、愛而泰可新材料（武漢）有限公司、蘇州愛而泰可進出口貿易有
限公司、蘇州愛而泰可新電力有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作
成に当たっては、９月30日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としてお
ります。なお、これらいずれの連結子会社についても10月１日から連結決算日までの期間
に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準
　時価法を採用しております。

③　棚卸資産の評価基準および評価方法
　主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定)を、また一部の連結子会社は移動平均法による原価法(貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が２～31年、機械装置及び運搬具が２～18
年であります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、土地使用権については契約期間に基づき、自社利用のソフトウェアについては
社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②　受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約のう
ち、将来の損失発生が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積ることが可能なものに
ついては、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

(4) 重要な収益および費用の計上基準
　当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行義務の内容および当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。なお、取引の対価は、収益を認識してから１年以内に受領し
ており、重要な金融要素は含まれておりません。

①　商社事業
　商社事業においては、主に産業機械・機器等の仕入・販売およびこれに関連するサー
ビスの提供を行っております。このような商品の販売については、顧客に商品を引渡し
た時点または顧客が検収を完了した時点で当該商品に対する支配が顧客に移転すること
から、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

②　プリフォーム事業
　プリフォーム事業においては、主にペットボトル用のプリフォーム、プラスチックキ
ャップの製造・販売およびこれに関連するサービスの提供を行っております。このよう
な商品または製品の販売については、顧客に商品または製品を引渡した時点で当該商品
または製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、
当該時点で収益を認識しております。

(5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は、
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定および非支配株主持分に含めております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　振当処理の要件を満たす為替予約取引については、振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段

　デリバティブ取引（為替予約取引）
・ヘッジ対象

　外貨建金銭債権債務
③　ヘッジ方針

　為替変動に伴うリスクの軽減を目的に通貨に係るデリバティブ取引等を行っておりま
す。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッ
ジ開始以降のキャッシュ・フローを固定できるため、有効性の判定を省略しておりま
す。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
②　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社および一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグルー
プ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」
(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通
算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納
税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務
対応報告第39号  2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号  2018年２月16日）第44項の定め
を適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基
づいております。
　なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税
及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算
制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  
2021年８月12日）を適用する予定であります。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービス
の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することといたしました。
　これにより、一部の取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認
識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人
に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収
益を認識する方法に変更しております。
　また、買戻し契約に該当する有償支給取引については、従来は有償支給元への売戻し時に
有償支給資材相当額を含めて売上高と売上原価を総額で計上しておりましたが、有償支給資
材相当額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。
　さらに、一部の取引については、顧客との契約に基づく当該商品の引渡し及び保証期間内
における無償保守サービスの提供をしております。従来は当該保守サービスについて検収基
準に基づき一時点で収益を認識しておりましたが、商品の引渡しに係る履行義務と当該保守
サービスに係る履行義務を識別し、それぞれの履行義務を充足した時点で収益を認識する方
法に変更しております。
　なお、従来は営業外費用として計上しておりました売上割引については、売上高より控除
する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した
場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新
たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用
し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を
認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第
86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約
変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その
累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照
表は、流動負債の「その他」が3,125千円増加しております。当連結会計年度の連結損益計
算書は、売上高が70,872千円減少、売上原価が63,700千円減少、営業利益が7,172千円減
少、経常利益および税金等調整前当期純利益がそれぞれ3,125千円減少しております。な
お、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。
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繰延税金資産 49,181千円

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19
項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来
にわたって適用することといたしました。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　見積りの算出方法

　将来減算一時差異および繰越欠損金に対しては、将来の収益力に基づく課税所得およ
びタックス・プランニング等により、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
近い将来の経営環境については、翌連結会計年度の計画を基礎として検討しておりま
す。

②　見積りの算出に用いた主な仮定
　課税所得の見積りについては、連結会社ごとに将来の商品および製品の販売数量の見
込み等を織り込んだ事業計画を基礎として見積られております。新型コロナウイルス感
染症流行やロシア・ウクライナ情勢の影響については、今後の収束時期等を正確に予測
することは困難ですが、翌連結会計年度では新型コロナウイルス感染症流行による影響
は軽微となるものの、ロシア・ウクライナ情勢の悪化に起因する原材料価格や輸送コス
トの高騰は今後も一定期間継続するという仮定のもとに算出しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　新型コロナウイルス感染症流行やロシア・ウクライナ情勢の影響による経済状況の変
動等により、当初の見積りに用いた仮定に変化が生じた場合は、将来の課税所得の見積
りを見直す必要が生じます。その結果、回収が見込めなくなった繰延税金資産が減額さ
れ税金費用が計上される可能性があります。
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建物及び構築物 541,429千円
土地使用権 78,188千円
投資有価証券 11,326千円
　計 630,944千円

上記に対応する債務
短期借入金 611,100千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 10,581,759千円

（連結貸借対照表に関する注記）
１．契約負債の金額

　契約負債の金額は、連結計算書類「連結注記表（収益認識に関する注記）３．当連結会計
年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報」に記載しております。

２．担保に供している資産および担保に係る債務

　上記債務のほかに銀行取引に関わる根抵当権が設定されております。

４．保証債務
　連結子会社ALTECH ASIA PACIFIC CO., LTD.への出資に関して、株式会社三井住友銀行
の子会社であるSBCS Co., Ltd.およびSMSB Co., Ltd.の出資額等13,822千円（3,472千バ
ーツ）の保証を行っております。

５．貸出コミットメント
　当社においては、運転資金および事業投資資金等の機動的、効率的な資金調達を行うこと
を目的に、金融機関４社との間で貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計
年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は1,500,000千円であります。
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株式の種類 当連結会計年度期首
の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

発行済株式
普通株式（注）１ 19,354,596株 ― 4,201,596株 15,153,000株

合計 19,354,596株 ― 4,201,596株 15,153,000株
自己株式

普通株式（注）２、3 4,598,028株 1,087,740株 4,254,766株 1,431,002株
合計 4,598,028株 1,087,740株 4,254,766株 1,431,002株

2022年１月14日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 181,600株
2022年３月30日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 199,300株
2022年６月30日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 706,700株
単元未満株式の買取りによる増加 140株

2022年３月24日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 53,170株
2022年９月15日に実施した自己株式の消却による減少 4,201,596株

①　株式の種類 普通株式
②　配当金の総額 44,269千円
③　配当の原資 利益剰余金
④　１株当たりの配当額 ３円
⑤　基準日 2021年11月30日
⑥　効力発生日 2022年２月28日

①　株式の種類 普通株式
②　配当金の総額 137,219千円
③　配当の原資 利益剰余金
④　１株当たりの配当額 10円
⑤　基準日 2022年11月30日
⑥　効力発生日 2023年２月28日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）１．　発行済株式数の減少4,201,596株は、2022年９月15日に実施した自己株式の消却によるものであります。
２．　自己株式数の増加1,087,740株の内訳は、次のとおりであります。

３．　自己株式数の減少4,254,766株の内訳は、次のとおりであります。

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

2022年２月25日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる
もの
2023年２月27日開催予定の定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入やリースにより
調達しております。一時的な余資は短期的な預金等で運用し、また、短期的な運転資金を
金融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。また、その一部には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりま
す。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日は、そのほとんどが１年以内でありま
す。一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　有利子負債のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金およ
びリース債務は、設備投資や営業取引等に係る資金調達であります。このうち一部は、金
利の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ
を目的とした先物為替予約取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　与信管理規程に従い、営業債権について取引先毎の期日管理および残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替変動リスクに対して、原
則として先物為替予約を利用してヘッジしております。デリバティブ取引の執行・管理
については、取引権限等を定めた社内規程に従って行っております。また、デリバティ
ブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関との
み取引を行っております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企
業）の財務状況を把握し、市場や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見
直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 14 －



2023/01/30 9:36:02 / 22917959_アルテック株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結貸借対照表計上額 時価 差額
(1) 投資有価証券（※2） 290,690 290,690 －

資産計 290,690 290,690 －
(1) 長期借入金（※3） 1,404,444 1,404,348 △95
(2) リース債務（※4） 543,344 543,498 153

負債計 1,947,788 1,947,846 58
(3) デリバティブ取引（※5） 59,505 59,505 －

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式等 1,453,101

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年11月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこ
れらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

(※1) 「現金及び預金」については、現金であること、および預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価
額に近似するものであることから、記載を省略しております。また、「受取手形及び売掛金」、「電
子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」についても、短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(※2) 市場価格のない株式等は、「資産 (1) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(※3) 一年内返済予定の長期借入金を含めた残高を記載しております。
(※4) リース債務（流動負債）を含めた残高を記載しております。
(※5) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 290,690 － － 290,690
デリバティブ取引
　通貨関連（※） － 59,505 － 59,505

資産計 290,690 59,505 － 350,195

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,404,348 － 1,404,348
リース債務 － 543,498 － 543,498

負債計 － 1,947,846 － 1,947,846

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計額で正味債務となる
項目は、（ ）で示しております。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

(注) 時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　投資有価証券については、上場株式等は取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類してお
ります。
長期借入金およびリース債務
　長期借入金およびリース債務の時価については、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
828,397 51,520 879,917 1,173,910

１．１株当たり純資産額 927円47銭
２．１株当たり当期純利益 28円22銭

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の概要

　当社連結子会社である愛而泰可新材料（蘇州）有限公司は、中国蘇州市に所有する工場の
土地・建物の一部を賃貸しております。
　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、37,978千円（賃貸収益は
売上高に、賃貸費用は主として売上原価に計上）であります。

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および当連結会計年度における主な変動ならびに連結
決算日における時価および当該時価の算定方法

（単位：千円）

(注) １．賃貸等不動産については重要性が乏しいため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産
の時価等を合計して表示しております。

２．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で
あります。

３．当連結会計年度増減額は、為替変動による増加額（147,004千円）および減価償却による減少額
（95,484千円）であります。

４．時価の算定方法
　連結決算日における時価は、中国政府が公表している不動産価格を元に算定した価格によってお
ります。

５．当連結会計年度末における有形固定資産残高には建設中の工場建屋に係る建設仮勘定660,844千
円が含まれておりますが、時価を把握することが極めて困難であるため、上記の表には含めており
ません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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報告セグメント 合計商社事業 プリフォーム事業
日本 8,112,608 2,643,025 10,755,633
アジア 1,123,081 4,225,963 5,349,045
欧州 53,377 － 53,377
顧客との契約から生じる収益 9,289,067 6,868,988 16,158,055
その他の収益  (注) 13,433 148,260 161,693
外部顧客への売上高 9,302,500 7,017,248 16,319,749

当連結会計年度
期首残高 期末残高

契約負債 3,662,836 2,738,050

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(注) その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入でありま
す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類「連結注記表（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等）４. 会計方針に関する事項 (4) 重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおり
であります。

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約負債の残高

（単位：千円）

　契約負債は、履行義務の充足前に顧客から受け取った前受金に関するものであり、収益
の認識に伴い取り崩されます。なお、連結貸借対照表上は、「流動負債」の「前受金」に
計上しております。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を
適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりま
せん。
　未充足（または部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末において6,093,379
千円であります。当該履行義務は、概ね１年から３年の間に収益として認識されると見込
んでおります。
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（追加情報）
新型コロナウイルス感染症流行およびロシア・ウクライナ情勢の影響に関する会計上の見積り
　新型コロナウイルス感染症流行やロシア・ウクライナ情勢に関しては、今後の収束時期等を
正確に予測することは困難な状況にあります。当社グループでは、新型コロナウイルス感染症
流行による影響は軽微となるものの、ロシア・ウクライナ情勢の悪化に起因する原材料価格や
輸送コストの高騰は今後も一定期間継続するものと仮定し、固定資産の減損および繰延税金資
産の回収可能性等の会計上の見積りおよび判定を行っております。
　なお、今後、実際の推移が上述の仮定と乖離する場合には、当社グループの財政状態、経営
成績およびキャッシュ・フローの状況に影響が生じる可能性があります。
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株主資本等変動計算書（2021年12月１日から2022年11月30日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越

利 益
剰 余 金

2021年12月1日期首
残 高 5,527,829 794,109 1,354,711 2,148,821 31,839 1,823,071 1,854,911 △1,530,704 8,000,858

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － － 4,426 △48,696 △44,269 － △44,269

当 期 純 利 益 － － － － － 176,975 176,975 － 176,975

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △299,993 △299,993

自 己 株 式 の 処 分 － － △2,536 △2,536 － － － 17,584 15,047

自 己 株 式 の 消 却 － － △1,352,174 △1,352,174 － △304 △304 1,352,478 －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － △1,354,711 △1,354,711 4,426 127,974 132,401 1,070,069 △152,240

2022年11月30日期末
残 高 5,527,829 794,109 － 794,109 36,266 1,951,045 1,987,312 △460,634 7,848,618

計算書類
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
2021年12月1日期首
残 高 40,780 △12,750 28,029 8,028,887

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － － － △44,269

当 期 純 利 益 － － － 176,975

自 己 株 式 の 取 得 － － － △299,993

自 己 株 式 の 処 分 － － － 15,047

自 己 株 式 の 消 却 － － － －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 10,152 54,035 64,188 64,188

事業年度中の変動額合計 10,152 54,035 64,188 △88,051

2022年11月30日期末
残 高 50,933 41,284 92,218 7,940,836
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券の評価基準および評価方法
①　子会社株式および関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブの評価基準
　時価法を採用しております。

(3) 棚卸資産の評価基準および評価方法
商品
　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。
原材料
　移動平均法による原価法を採用しております。
仕掛品
　移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物が２～18年、機械及び装置が10～18年、工具、器具及び
備品が２～15年であります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
　定額法を採用しております。
　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 22 －



2023/01/30 9:36:02 / 22917959_アルテック株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約のうち、将来
の損失発生が見込まれ、かつ、当該損失を合理的に見積ることが可能なものについては、
翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

４．収益および費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容およ
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。なお、取引の対価は、収益を認識してから１年以内に受領しており、重要な金融要素
は含まれておりません。

(1) 商社事業
　商社事業においては、主に産業機械・機器等の仕入・販売およびこれに関連するサービ
スの提供を行っております。このような商品の販売については、顧客に商品を引渡した時
点または顧客が検収を完了した時点で当該商品に対する支配が顧客に移転することから、
履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

(2) プリフォーム事業
　プリフォーム事業においては、主にペットボトル用のプリフォーム、プラスチックキャ
ップの販売およびこれに関連するサービスの提供を行っております。このような商品の販
売については、顧客に商品を引渡した時点で当該商品に対する支配が顧客に移転すること
から、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
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６．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　振当処理の要件を満たす為替予約取引については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段

　デリバティブ取引（為替予約取引）
・ヘッジ対象

　外貨建金銭債権債務
(3) ヘッジ方針

　為替変動に伴うリスクの軽減を目的に通貨に係るデリバティブ取引を行っております。
(4) ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ
開始以降のキャッシュ・フローを固定できるため、有効性の判定を省略しております。

７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなりま
す。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設さ
れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の
見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る
税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項
の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の
額について、改正前の税法の規定に基づいております。
　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地
方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適
用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号  2021年８月12
日）を適用する予定であります。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識することといたしました。
　これにより、一部の取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認
識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当す
る取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識
する方法に変更しております。
　また、買戻し契約に該当する有償支給取引については、従来は有償支給元への売戻し時に
有償支給資材相当額を含めて売上高と売上原価を総額で計上しておりましたが、有償支給資
材相当額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。
　さらに、一部の取引については、顧客との契約に基づく当該商品の引渡し及び保証期間内
における無償保守サービスの提供をしております。従来は当該保守サービスについて検収基
準に基づき一時点で収益を認識しておりましたが、商品の引渡しに係る履行義務と当該保守
サービスに係る履行義務を識別し、それぞれの履行義務を充足した時点で収益を認識する方
法に変更しております。
　なお、従来は営業外費用として計上しておりました売上割引については、売上高より控除
する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合
の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事
業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約
に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き
(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、す
べての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当
事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、流
動負債の「その他」が3,125千円増加しております。当事業年度の損益計算書は、売上高が
70,872千円減少、売上原価が63,700千円減少、営業利益が7,172千円減少、経常利益およ
び税引前当期純利益がそれぞれ3,125千円減少しております。なお、利益剰余金の当期首残
高に与える影響はありません。
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繰延税金資産 19,919千円

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわ
たって適用することといたしました。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　見積りの算出方法

　将来減算一時差異および繰越欠損金に対しては、将来の収益力に基づく課税所得およ
びタックス・プランニング等により、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
近い将来の経営環境については、翌事業年度の計画を基礎として検討しております。

②　見積りの算出に用いた主な仮定
　課税所得の見積りについては、将来の商品の販売数量の見込み等を織り込んだ事業計
画を基礎として見積られております。新型コロナウイルス感染症流行やロシア・ウクラ
イナ情勢の影響については、今後の収束時期等を正確に予測することは困難ですが、翌
事業年度では新型コロナウイルス感染症流行による影響は軽微となるものの、ロシア・
ウクライナ情勢の悪化に起因する原材料価格や輸送コストの高騰は今後も一定期間継続
するという仮定のもとに算出しております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
　新型コロナウイルス感染症流行やロシア・ウクライナ情勢の影響による経済状況の変
動等により、当初の見積りに用いた仮定に変化が生じた場合は、将来の課税所得の見積
りを見直す必要が生じます。その結果、回収が見込めなくなった繰延税金資産が減額さ
れ税金費用が計上される可能性があります。
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投資有価証券 11,326千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 393,057千円

アルテック新材料株式会社 1,389,931千円
ALTECH ASIA PACIFIC CO., LTD. 24,501千円
PT. ALTECH ASIA PACIFIC INDONESIA 5,861千円
愛而泰可新材料（蘇州）有限公司 468,856千円

計 1,889,152千円

短期金銭債権 360,813千円
短期金銭債務 257,619千円
長期金銭債権 350,000千円

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産

　上記資産には、銀行取引に関わる根抵当権が設定されておりますが、担保に係る債務はあ
りません。

３．保証債務
　関係会社の金融機関等からの借入金等に対して、次のとおり保証を行っております。

　上記には、株式会社三井住友銀行の子会社であるSBCS Co., Ltd.およびSMSB Co., Ltd.の
ALTECH ASIA PACIFIC CO., LTD.への出資額等に関する保証13,822千円（3,472千バー
ツ）を含めております。

４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

５．貸出コミットメント
　当社においては、運転資金および事業投資資金等の機動的、効率的な資金調達を行うこと
を目的に、金融機関４社との間で貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度
末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高は1,500,000千円であります。
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営業取引による取引高
売上高 26,266千円
仕入高 2,168,574千円
販売費及び一般管理費 1,857千円

営業取引以外の取引高 70,904千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式（注）１、２ 4,598,028株 1,087,740株 4,254,766株 1,431,002株

2022年１月14日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 181,600株
2022年３月30日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 199,300株
2022年６月30日開催の取締役会決議による自己株式の取得による増加 706,700株
単元未満株式の買取りによる増加 140株

2022年３月24日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 53,170株
2022年９月15日に実施した自己株式の消却による減少 4,201,596株

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）１．　自己株式数の増加1,087,740株の内訳は、次のとおりであります。

２．　自己株式数の減少4,254,766株の内訳は、次のとおりであります。
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繰延税金資産
未払費用 69,076千円
未払事業税 10,014千円
商品評価損 12,509千円
短期貸付金 19,596千円
未払金 3,871千円
減価償却超過額 3,788千円
土地 654千円
投資有価証券評価損 12,612千円
関係会社株式評価損 110,895千円
関係会社出資金評価損 1,032,275千円
その他 16,987千円
繰延税金資産小計 1,292,282千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,220,330千円
評価性引当額小計 △1,220,330千円
繰延税金負債との相殺 △52,033千円
繰延税金資産の純額 19,919千円

繰延税金負債
未収配当金 1,211千円
繰延ヘッジ損益 18,305千円
その他有価証券評価差額金 32,516千円
繰延税金負債小計 52,033千円
繰延税金資産との相殺 △52,033千円
繰延税金負債合計 －千円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりであります。
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種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所 有 ( 被 所 有 )
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引
金 額

科 目
期 末
残 高

子会社
ア ル テ ッ ク
新 材 料
株 式 会 社

所有
直接 100.0％

資金の貸付
債務の保証
役員の兼任
製品の仕入
商品の販売

資金の貸付（注1） 150,000 関係会社短期貸付金 300,000

債務保証（注2） 1,389,931 － －
製品の仕入
（注3）（注6） 1,314,533 買掛金 59,620

商品の販売
（注4）（注6） － 前受金 566,260

利息の受取 2,353 未収収益 4

子会社
愛而泰可新材料
（ 蘇 州 ）
有 限 公 司

所有

直接 100.0％

資金の貸付
債務の保証
役員の兼任
製品の仕入

資金の貸付（注1） － 関係会社長期貸付金 350,000

債務保証（注2） 468,856 － －

製品の仕入（注3） 854,041 買掛金 152,262

利息の受取 7,452 未収収益 6,308

子会社
ALTECH ASIA
P A C I F I C
C O . , L T D .

所有

直接   49.0％
業務受託 業務受託料の受取

（注5） 60,000 未収入金 20,000

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

　(単位：千円)

（注1）資金の貸付につきましては、当社の調達金利を勘案して合理的に決定しております。
（注2）債務保証につきましては、生産設備投資資金および運転資金として、金融機関からの借入金等に対して

保証したものであります。
（注3）同社の販売価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉のうえ決定しております。
（注4）総原価等を勘案し、両社の協議により合理的に決定しております。
（注5）業務受託につきましては、業務内容を勘案し、両社の協議により合理的に決定しております。
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１．１株当たり純資産額 578円69銭
２．１株当たり当期純利益 12円40銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）
　収益を理解するための基礎となる情報については、連結計算書類「連結注記表（収益認識に関
する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症流行およびロシア・ウクライナ情勢の影響に関する会計上の見積り
　新型コロナウイルス感染症流行やロシア・ウクライナ情勢に関しては、今後の収束時期等を
正確に予測することは困難な状況にあります。当社では、新型コロナウイルス感染症流行によ
る影響は軽微となるものの、ロシア・ウクライナ情勢の悪化に起因する原材料価格や輸送コス
トの高騰は今後も一定期間継続するものと仮定し、固定資産の減損および繰延税金資産の回収
可能性等の会計上の見積りおよび判定を行っております。
　なお、今後、実際の推移が上述の仮定と乖離する場合には、当社の財政状態、経営成績およ
びキャッシュ・フローの状況に影響が生じる可能性があります。
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